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核反応により生み出される膨大なエネルギーを安全に制御し利用する原子力システムでは，熱交換蒸
気発生装置により電気エネルギーを取り出す原子炉から，溶媒抽出や吸着等の各種分離操作が用いられ
る再処理，さらには溶融凝固プロセスによってガラス固化体を形成する最終処分に至るまで，化学工学
をベースとする様々な先端技術が応用されている。福島第一原子力発電所での原子炉事故から13年，
その廃炉へ向けた処理水の調製や核燃料デブリの処分においても，これら化学工学技術の担う役割は大
きい。そして将来のカーボンニュートラル社会の実現を目指したGX（グリーントランスフォーメーショ
ン）の動きの中で，さらなる高度安全性を有した次世代革新炉へのリプレースメントに対する関心も高
まる中，これら化学工学のより一層の技術革新が期待されている。
そこで本特集では，この原子力システムを支える化学工学技術について，その最先端の開発動向につ

いて執筆頂いた。高い安全性と環境適合性を有した次世代原子力システムの実現へ向けた化学工学の役
割について議論する一助となれば幸いである。

（編集担当：原田琢也）†
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原子力技術をめぐる国内外の概況

特 集
次世代原子力システム 
技術の最前線

都筑 和泰

 

 
原子力発電は，商用化から60年以上の実績を有する大

規模で安定な低炭素電源であり，カーボンニュートラル実
現に向けて重要な役割を担うことが期待されている。ここ
ではその開発・導入に係る動向を整理する。
 

 
原子力発電は，1950年代半ばに最初の商業用原子力発

電所が運転を開始して以降60年以上にわたり，世界各地
に建設され，着実に運転されてきた。2023年5月の時点
では，439基が運転中となっており，世界の電力の約10％
を供給している 1）。建設中の炉は，中国，ロシアを中心に
50基程度あり，これらが運転を開始していくことで，当
面は発電容量が増加していくことが見込まれる。

原子力の最大の特徴は発電時にCO2 を排出しないことで
ある。このため，近年は，カーボンニュートラル実現に資
する技術として，その重要性が再認識されてきている。

炉型としては，現在は軽水炉が主流となっているが，将
来を見据えた革新炉の検討も行われている。商用レベルで
はロシアの高速炉であるBN-800，中国の高温ガス炉であ
るHTR-PMが稼働中である。設計中・計画中の革新炉と
しては，小型モジュール炉（SMR）の開発が各国で活発に
進められている。SMRについても軽水炉をベースとした
ものだけではなく，それ以外の技術（高速炉，高温ガス炉，

溶融塩炉）をベースとしたものの開発も進められている。
さらに，商用炉としての実用化は2050年までには困難か

も知れないが，核融合炉の開発研究も活発についても，国
家プロジェクトとしてだけではなく，民間プロジェクトと
して多数行われている。
 

 
国内においては，2010年の第3次エネルギー基本計画 2）

においては，2050年までに少なくとも14基の原子力発電
所を建設し，国内の電力の約半分を原子力発電にて供給す
るといった積極的な原子力政策が示されていた。しかし，
2011年3月の東北地方太平洋沖地震とその後の福島第一
原子力発電所事故を受けて，国内の原子力発電所は一旦全
て停止した。その後徐々に再稼働が進んでいるものの，
2024年1月時点で，再稼働は12基，再稼働準備中15基（う

ち，5基は設置変更許可取得済），廃炉を決めた炉24基など，
厳しい状況が続いてきている 3）。

それでも，2022年の夏頃よりその状況は変わりつつあ
る。2022年8月の第2回GX実行会議の資料においては，

「新たな安全メカニズムを組み込んだ次世代革新炉の開発・
建設」という文言が明記された 4）。2023年2月10日に閣議
決定された「GX 実現に向けた基本方針」において，原子力
については「第6次エネルギー基本計画」の範囲内としつつ
も，「将来にわたって持続的に原子力を活用するため，安
全性の確保を大前提に，新たな安全メカニズムを組み込ん
だ次世代革新炉の開発・建設に取り組む。地域の理解確保
を大前提に，まずは廃止決定した炉の次世代革新炉への建
て替えを対象として，六ヶ所再処理工場の竣工等のバック
エンド問題の進展も踏まえつつ具体化を進めていく。」と
し，また，「現行制度と同様に，運転期間は40年，延長を
認める期間は20年との制限を設けた上で，一定の停止期
間に限り，追加的な延長を認めることとする。」としてい
る。また，その参考資料には，「再稼働の先の展開を見据
えた対応」として，「次世代革新炉の開発・建設の取組」に
ついて，「革新軽水炉」，「小型軽水炉」，「高速炉」，「高温
ガス炉」，「核融合」のロードマップが示されている 5）。
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